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研究成果の概要（和文）：本研究は、法学・経済学・防災工学他の文理協同型研究連携により、東日本大震災を
初め日本の制度課題を軸に、アジアの巨大災害被災地における現地機関との共同で、災害復興の共通課題を抽出
する国際的学術調査の取組みであった。インドネシア2004年津波、中国2008年四川地震、ミャンマー2008年サイ
クロン、ニュージーランド2011年地震、タイ2011年洪水、フィリピン2013年台風ヨランダ、ネパール2015年地
震、バングラデシュ2015年サイクロン他の現地調査により、未登記の私権保障等の共通課題を抽出した。成果と
してAsian Law in Disaster (Routledge, 2016)他を刊行。

研究成果の概要（英文）：This reearch purported the identification of commmon challenges for the 
law-making for the human-centered disaster recovery, by way of an international and 
interdisciplinary collaboration between the experts of law, economics, and engneering in Japan and 
counterparts in disaster-prone countries in Asia. During 4 years' research period, the group 
conducted joint suverys in the affected areas of the 2004 Acheh Tsunami, 2008 Sichuan Earthquake, 
2008 Myanmar Cyclone Nargis, 2011 Christchurch Earthquake, 2011 Thai Flood, 2013 Typhoon Yolanda in 
the Philippines, 2015 nelap Earthquake, 2015 Bangladesh Cyclone, etc. The major findings include the
 needs of legal frameworks to protect unregistered civil property rights from the 
development-oriented public works often prioritized in the recovery phases based on the top-down 
style Needs Assessment.  The detail of research results is published in a series of publication 
inclding "Asian Law in Disaster" (Rutledge, 2016).  

研究分野：アジア災害法
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１．研究開始当初の背景 
 近年、アジア発展途上地域には頻繁に激
甚災害が襲い、気候変動や拙速な経済開発
に伴う環境破壊とも相まって深刻な被害を
拡大させているなか、災害分野の国際援助
においても従来型のハード・インフラ整備
や緊急支援に留まらず、減災型の制度構築
が新たな課題と考えられつつある。とくに
2005 年に神戸における国連世界防災会議
で採択された「兵庫行動枠組み」では災害
法制・ガバナンスの強化を強調したことか
ら、アジア各国では昨今相次いで災害法制
の整備が進んだ。しかし災害法制の内容・
実施状況に対する学術的研究は遅れ、欧米
でも 2005 年ハリケーン・カタリーナを契
機にようやく端緒に就いたばかりである。
アジアにおいては、防災先進国日本の学界
がリードする形で、アジア版の災害法制研
究を牽引する役割が期待される状況があっ
た。そうしたなか、2011年に勃発した東日
本大震災は、防潮堤整備等のハード型対策
に依存してきた従来の日本の防災対策の限
界を見せつけ、今後、工学系のみならず社
会科学系が連携する文理共同の取り組みに
より、「兵庫行動枠組み」の精神を現実化す
る制度構築が、防災先進国を自称してきた
日本自身にとっても課題である現実を突き
つけた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、阪神・淡路大震災以来の文理共
同型防災研究に一定の実績を有する神戸大
学の研究陣を中心に、東日本大震災被災地
の岩手大学・東北大学との間で「被災大学
間連携」を形成し、法学・経済学・防災工
学が協同する文理連携体制を基盤として、
一方では、東日本大震災の応急・復興過程
の制度面の教訓を抽出する国内研究を深め
つつ、他方で、かかる日本の教訓を比較軸
として、アジア各地の巨大災害被災地にお
ける被災大学との連携により海外学術調査
を実施し、減災と被災者保護に資する制度
構築の共通課題を抽出し、その改善へ向け
た提言を目的とするものである。主な海外
対象諸国・連携先は、インドネシア・シャ
クアラ大学（2004年スマトラ津波）、中国・
四川大学災害復興管理学院（2008年四川大
地震）、ミャンマー内務省・ダゴン大学
（2008年サイクロン・ナルギス）、ニュー
ジーランド・カンタベリー大学（2011年カ
ンタベリー地震）、タイ・チュラロンコン大
学（2011 年洪水）、フィリピン大学ディリ
マン校公共政策学院（2013 年台風ヨラン
ダ）、ネパール・トリブバン大学工学部
（2015年ﾈﾊﾟｰﾙ地震）、バングラデシュ・ダ
ッカ大学（2015年サイクロン・コメン他）
である。災害法制の比較検討の焦点はとく
に応急対策から災害復興段階へかけて、阪
神・淡路大震災から東日本大震災へかけて
積み残された深刻な教訓として浮上した、

復興公共事業が最優先で実施される中での
被災者の生活・生業再建の遅れ、私権の補
償なき制限・剥奪といった制度的課題が、
アジア各地で共通し、「災害と開発」とも称
すべき一連の問題群として抽出しうる点で
ある。本研究は国内連携・国際連携のネッ
トワークを通じ、これらの問題群の理解を
深め、その解消へ向けた実践的な提言につ
なげる比較研究を意図した。 
 
３．研究の方法 
 本研究開始に先立つ H24 年度に、主要対象
諸国の研究協力先との協同で、共通課題点の
抽出のために「テンプレート」を作成し、集
約済であった。H25～28 年度の本研究の実施
期間中の研究手法は、上記「テンプレート」
から各国の災害法制の規程が手薄であるこ
とが明らかとなった、応急支援段階→災害復
興にかけての被災者支援・私権保障の制度構
築を中心に、各国の法制度の比較読解を進め、
これを受けた予備調査を実施し、本調査で検
証を深める打開的手法である。予備調査では、
対象諸国の行政機関・研究連携先との意見交
換を通じて災害法制・ガバナンスの課題点を
絞り込んだ。本調査では、予備調査で絞られ
た論点を検証すべく地方末端行政・村落部へ
の聞取り調査を実施した。主な現地調査は、
H25 年度はタイ（バンコク・南部パンナー県）、
インドネシア（アチェ）、フィリピン（タク
ロバン）、H26 年度は中国（四川）、インドネ
シア（アチェ）、H27 年度はミャンマー（エラ
ワディ）、H28 年度はネパール（ゴルカ）、ミ
ャンマー（タニンダーリ）、バングラデシュ
（コックスバザール）他であった。 
 
４．研究成果 
主要な研究成果は、2016 年刊行 Asian 

Law in Disaster: Toward Human-entered 
Recovery (Routledge)、2015年刊行『災害
復興の法と法曹』（成文堂）他の図書・論文
を通じて公表している。 

2005年「兵庫行動枠組み」が強調した災
害対応の柱の第一は、法制度・ガバナンス
の強化、コミュニティ重視であったが、こ
れとは別に、2015年国連仙台世界防災会議
採択の「仙台減災枠組み」では、新たなキ
ャッチフレーズとして「 Build Back 
Better」の呼び声を高め、ハード型の公共
インフラ整備事業を推進する新たな機運が
アジア各地で動いていることが確認された。   
こうした世界防災会議の重点のシフトは、
各国の災害法制とその実施にどのような影
響を与えているのであろうか。本研究の現
地調査を通じて、巨大災害を経験した末端
行政・村落レベルでは、新たな災害立法・
防災計画を受けたコミュニティ防災の高ま
りが観察されたが（インドネシア・アチェ、
ミャンマー・エラワディ他）他方で、各地
で公助・国際援助の偏在が課題であり、被
災者支援の制度設計の迷走が見受けられた。



他方、公共インフラ整備事業の推進により、
被災者の生活再建支援や私権保障の後退が
懸念される。近年、応急支援段階から災害
復興段階にかけての被災者支援の断絶を埋
める無償の人道支援の射程拡張（Early 
Recovery）の機運があったが、当面の射程
は、住宅復興の方法論、また Cash for Work
などの一部の各論に特化し閉塞感を示して
いる。一方で、世界銀行・アジア開発銀行
などの国際開発援助機関が行う災害復興段
階の有償支援に向けて、ニーズ・アセスメ
ント（PDNA）が注目される。人道無償支
援の終了間際には早くも、インフラ再建の
有償支援資金を当て込む公共インフラ事業
の陳情が殺到する状況が、各地で観察され
た。復興・安全を大義とする公共事業の進
捗が優先課題とされるなか、被災者は、居
住規制、無償の立退き圧力など、二次的被
災ともいうべき苦境に晒される姿も観察さ
れた。 
以上から、第一に、災害法制の制度理念
の再論が課題である。被災者の生活再建に
関して「公助・共助・自助」のバランス論
が語られ、公助の縮小、共助・自助の強調
を促す論調が盛んであるが、このような新
公共論が、国家の被災者に対する安全確保
義務の安易な後退につながるおそれがある。
他方で、災害復興ニーズ・アセスメントを
受けた公共インフラ投資の背後で、生活再
建の規制や立退きに晒される被災者の私権
保障としての損失補償や損害賠償の制度構
築が、共通論点として浮かび上がった。ま
た「Build Back Better」型公共インフラ事
業を、国家主導の「開発」の文脈ではなく、
被災者・被災地主導の「安全」の文脈（Build 
Back Safer）に呼び戻す災害法制の役割が
求められており、参加型復興計画・復興事
業の決定手続が共通課題として引き出され
た。 
これらアジア発展途上国諸国の災害現場
で観察される私権保障や参加型復興手続の
遅れは、防災先進国を自称する日本にも該
当する諸課題である。「災害と開発」をめぐ
る本研究の知見は、日本自身の災害法制の
ありかたに再論を迫るものとなった。 
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